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論文要旨 

 

論文題目 現代ヨルダンにおける社会経済構造：人口センサスと世帯調査に基づいて 

 

臼杵悠 

  

 本論文では、人口センサスおよび独自の世帯調査に依拠して、社会経済的側面からヨルダ

ン・ハーシム王国（以下、ヨルダン）の社会を明らかにしようと試みた。社会経済的側面と

して着目したのは、所得や経済活動の空間分布および国内労働市場である。地域間にどのよ

うな社会経済的差異があるのか、さらに女性を中心としたヨルダン人の労働参加および就

業の実態を明らかにすることを主な課題として検討を進めた。 

 

 本論文の章立ては以下の通りである。 

 序論 

 第 1 章 1990 年代の転換と社会経済 

 第 2 章 空間からみる社会：行政区と地域類型 

 第 3 章 所得の構造と空間分布 

 第 4 章 女性の労働参加 

 第 5 章 ヨルダン人の就業：女性を中心に 

 結論 

 

  中東アラブ経済研究では、石油関連のテーマが長らく注目されてきた。近年では若年層の

失業問題が契機とされる「アラブの春」の影響によって、中東・北アフリカ地域の就業や失

業、経済格差に関する社会経済研究への関心が高まっている。しかしながら、中東アラブ諸

国の多くの国で統計データがほとんど公開されてこなかったことが、研究蓄積を妨げてき

た。本論文では中東アラブ地域の社会経済状況について、ヨルダンを事例として統計資料に

依拠して明らかにする。 

 ヨルダンは非産油国であり、主要な天然資源がない中で、建国以来、幾度も中東域内の戦

争や紛争に伴う移民・難民を受け入れてきた国家である。強い経済基盤がなく、外部からの

脅威にさらされやすい国家がなぜ今まで続いてきたのかという問いに対し、従来のヨルダ
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ン研究では国王の外交手腕を中心とする体制側からの説明がなされてきた。1990 年頃まで

のヨルダン経済を扱った研究のほとんどは、国際援助や送金に関する国家単位でのマクロ

な分析であった。世帯・個人単位でのミクロな分析はほとんどなく、あったとしても世帯に

おける国外送金の使われ方、あるいは国外で働くヨルダン人の特徴に関心が向けられてき

た。しかしながら、第 1 章で説明するように、1990 年代以降、ヨルダン社会および社会経

済状況を取り巻く環境が大きく変化した。ヨルダン統計局が実施する統計調査の種類の拡

大に伴って、就業や失業、経済格差をテーマとした実証的な研究が増加しつつあるものの、

その蓄積は未だ十分ではない。そこで本論文では、一連の人口センサスデータに加え、2008

年から 2011 年にかけて独自に実施した世帯調査に依拠して、ヨルダン社会を社会経済的側

面から明らかにすることを試みる。 

 本論文が社会経済的側面として特に着目するのは、所得や経済活動の空間分布に加え、労

働市場への参加および就業と失業に関わる問題である。 

 従来のヨルダン研究において、国内における地域の社会経済的な差異とは、アンマンを中

心とする裕福な北部に対して経済的に不安定な南部という漠然とした枠組みで言及される

に留まり、空間認識自体が希薄であった。しかしながら、このような地域の枠組みでは説明

できない社会経済的な差異があることは指摘されている。本論文では、可能な限り小さな行

政単位での分析を試みることで、現代のヨルダンにおける経済活動や所得に関する空間的

な分布を明らかにすることを目指した。 

  さらに本論文では、ヨルダン国内労働市場における特徴の１つとして指摘されてきた女

性の低い労働参加率を取り上げる。従来の研究では、女性の労働参加を阻害するものとし

て、宗教や社会規範という家族や文化に関わる要因に主に着目されてきた。そのため、労働

市場参加の決定要因のみを分析していることが多く、女性の就業状況にまでは踏み込めて

いない。就業状況を検討していても、アンマンが主な対象となり地方に目が向けられておら

ず、特定の分野における女性の仕事に対する態度を検討した研究が主である。したがって、

本論文では世帯調査を通して、得られうる限りの情報を用いた労働参加の決定要因、および

女性を中心としたヨルダン人の労働部門別基本属性や就業状況を検討し、国内における就

業実態を明らかにしようと試みた。 

 以下に、各章の内容を示す。 

 第 1 章では、1990 年代がヨルダンの転換期であり、この時期に現在の社会経済が成立し

たことを示した。そのために、1946 年の建国前後から現在まで社会がどのように変わって
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きたかを明らかにし、関連する人口増加や経済成長の推移など社会経済の変容についても

言及した。第１節では、ヨルダン社会経済が転換する契機となった、国際通貨基金（IMF）

により課された構造調整、および 1990 年から 1991 年の湾岸危機・戦争に伴う湾岸産油国

からのヨルダン人労働者の帰還について説明した。構造調整は経済自由化政策への移行を

もたらした一方、帰還者が増加し人口構成が変化したことで、高い失業率を中心とした国内

の社会経済問題が表面化した。第 2節では、ヨルダン人帰還者のバックグラウンドに言及す

ることで、建国直後から現在に至るまで、ヨルダン社会が近隣諸国の政治・経済情勢に影響

を受けてきたことを明らかにした。ヨルダン人帰還者の多くは、1948 年の第一次中東戦争

および 1967 年の第三次中東戦争に伴い、パレスチナからヨルダンへと避難してきた人びと

であった。1973 年の石油価格高騰によって出稼ぎに向かったパレスチナ出身者は、1990 年

から 1991 年の湾岸危機・戦争を契機にヨルダンへ戻った。パレスチナのヨルダン川西岸地

区が一時期ヨルダン領であったことから、湾岸産油国で働いていたパレスチナ出身者の多

くがヨルダン国籍を保持していたからである。以上を踏まえ、第 3節では、人口動態や婚姻

状態、GDP などのマクロ経済指標の推移、教育と労働市場の関係について確認した。国内

の人口増加率や経済成長率は、国外からの難民の流入やオイルブームという周辺諸国の政

治・経済情勢を反映したものであった。また、首都アンマンを事例に、人口流入によって都

市の発展がもたらされたことも確認した。 

 第 2 章では、行政区の変遷を辿り、地域分類を行うことで、空間的な観点からヨルダン社

会を分析した。第 1 節および第 2 節では、統計局が公刊した一連の人口センサスの統計資

料および関連する報告書に基づいた分析を行った。その中で、人口センサスとはどのような

資料であるのかを示した上で、行政区の変遷過程、人口センサスの実施方法と質問内容、報

告書に記載された項目やその定義の変化を検討した。それによって、国外からの大規模な人

口の受け入れなどで社会が大きく動揺する中、国家が人口センサスの実施を通して、外から

やってきた人びとをも含む国内の住民を正確に把握し、管理しようとしたことを明らかに

した。第 3節では、教育水準・就業・所得・移動という社会経済を中心とした指標に基づき、

ヨルダンの地域分類を行った。依拠したのは、統計局から独自に入手した行政区分単位で整

理された 2004 年人口センサスである。明らかになったのは、各県内においても明らかな社

会経済的な地域差が見られることである。例えば、アンマンは人口や経済の中心地であるも

のの県内の北西部地域およびその周辺地域に限られている。アンマンの中心地以外の地域

を含む国内の市町村のほとんどは公務員が多い特徴を持つが、女性雇用が進む公務員型は
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地方の中心地、男性雇用中心の公務員型は死海や南部など国境沿いの市町村に主に分布し

ている。さらに中心地から離れた国内の東部には、農業自営業型や外国人農業賃金労働型の

特徴を持つ市町村が多い。 

 第 3 章では、国内における所得の分布および構造について、ヨルダン全体および主要な 5

県を取り上げて検討を行った。分析は、統計局より入手した標本調査「世帯の支出と所得に

関する調査 2008 年」に依拠した。第 1節では、国内の所得格差や所得水準の変遷を確認し

た。第 2節では、依拠するデータを説明する中で、所得源、すなわち所得構成要素の分類に

ついて説明を行った。その後、ヨルダン全体の所得階層別の所得構成要素や所得分布の状況

について分析した。明らかになったのは、ヨルダンで最も重要な所得源は賃金・給与所得で

あるが、富裕層は自営業所得を受け取る比重が高い一方、貧困層は援助などの政府や国内の

他の世帯からの移転所得に依存していたことである。第 3節では、所得の空間分布を検討し

た。空間不平等の観点から指摘できるのは、アンマン県内の一部地域が突出して所得が高い

ため、アンマン県は所得水準が最も高いが所得不平等も大きいことであった。さらに主要な

5県（アンマン、ザルカ、イルビド、カラク、マフラク）を取り上げて検討すると、アンマ

ンやイルビドのような人口規模が大きい県はヨルダン全体と似た傾向を示していた。しか

し、マフラクのような所得水準の低い県では、所得不平等に影響を与えていたのは賃金・給

与所得であり、最貧困層は他の県と比べて政府からの援助に大きく依存していた。 

 第 4 章では、ヨルダン人女性の労働参加に何が影響を与えているか、世帯調査に基づき明

らかにした。第 1節では、本論文で検討する要因が女性の労働参加にどのような影響を与え

ると予想されるか先行研究を参照しつつ示した後、世帯調査データの特徴をつかむため、人

口センサスとの比較を行った。第 2節では、ヨルダン人の労働市場への参加と撤退の時期を

検討するため、ヨルダン人女性の労働参加に強い影響を与える教育水準、婚姻状態に着目し

た。それによって、高卒未満の女性は労働市場に参加することはほとんどなく、大卒以上の

女性であっても年齢が上昇するとともに結婚を主な理由に労働参加率が低下することを指

摘した。第 3節では、教育水準と婚姻状態に加えて、世帯構造（乳幼児がいるか、核家族か

拡大家族か、世帯主か）や居住地、所得水準（世帯主による世帯所得水準への態度）、地域

の失業率など他の要因も加えて、女性全体および婚姻状態・教育水準別労働参加の決定要因

を検討した。これらの結果から、既婚女性は乳幼児がいると労働市場への参加をためらうこ

と、大卒未満の女性であっても世帯主であると労働市場に参加する傾向にあること、大卒以
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上の女性の労働市場参加を阻害する要因は所得水準の低さと地域の失業率の高さであるこ

とが明らかになった。 

 第 5 章では、女性を中心にヨルダン人の失業者の特徴、労働部門別の就業状況および賃金

所得の決定要因について、第 4 章で依拠した世帯調査を基に検討した。第 1節では、ヨルダ

ン人失業者の特徴は若年層および未婚であるが、女性のみ高学歴の特徴を持っていること

を示した。第 2節では、賃金労働者の基本属性（年齢、教育水準、婚姻状態、居住地）と就

業状況（経済活動分類、職業地位、勤続年数、勤務地、契約状態）について、労働部門（公

共部門と民間部門）ごとに検討した。明らかになったのは、既婚者は公共部門や教育部門に

従事する傾向にあるが、大卒未満の女性は公共部門のような労働条件の良い職に従事して

いないことである。このため、大卒未満の女性は労働参加を諦めている可能性がある。第 3

節では、性別および労働部門別の賃金所得の決定要因を検討し、公共部門では大卒以上であ

ると賃金が高まること、民間部門における教育や保健・社会福祉業は女性の賃金が低いこと

が明らかになった。 

 以上の各章における検討を通して、2 つの課題について答えるならば以下の通りである。 

 まずヨルダンには南北や都市農村という枠組みのみならず、県単位にもかかわらない社

会経済的差異が見られたことである。アンマンは高所得者層が居住し、国内外からの人口お

よび民間商工業が集中する中心地であることが確かめられた。しかし、県という枠組みで見

ると、中心地はアンマン県内の北西部とその周辺部に限られ、その他地域は所得水準が他県

と変わらず、公務員か農業に従事する外国人労働者が多い特徴を持つ。地方の主要都市はア

ンマン中心部と同様の特徴、もしくは女性の社会進出が進む公務員型の特徴を持ち、中心地

から離れると男性の政府雇用が主である。このような地域的特徴を見る限り、少なくとも就

業や所得の観点から言えば南部のみに公共部門が集中し、経済的に困窮していることは見

受けられない。むしろ、県の中心部とその他地域での違いが見られ、ヨルダン全体だけでな

く県内においても、中央部に人口や雇用が集中する経済構造であった。 

 次に、ヨルダン人女性が働く際に重要であるのは、大学を卒業しているか否かであった。

大卒以上であると、女性は正規雇用が中心の公共部門、あるいは既婚者が好む教育部門での

専門職などの労働条件の良い職に就きやすくなる。高等教育以上の教育を受けていないと

希望の職につくことが難しくなるため、教育水準の低い女性は労働市場に参加して仕事を

探すことを諦めていると考えられる。しかしながら、分析の結果、高学歴女性の失業率が高

く、既婚以外に地域の高い失業率や所得の低さが高学歴女性の労働参加の阻害要因になっ
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ており、高等教育以上の教育を受けていたとしても女性は希望の職に就きやすいとは限ら

ないようである。 

 さらに全体を通して指摘できるのは、少なくとも 2000 年代後半の時点においても労働市

場など社会経済を取り巻く環境において、ヨルダンでは政府が重要な関わりを持っている

ことである。地域類型の分析や就業に関する分析から、ヨルダン人の多くが公務員として働

き、特に女性の雇用は公共部門と強く結びついていること、貧しい人びとは政府からの援助

に頼っていることなどに表れている。 

 

（作成日：2022 年 3月 22日） 


